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公 安 委 員 会 規 則

鳥取県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成18年３月24日

鳥取県公安委員会委員長 倉 都 祥 行

鳥取県公安委員会規則第３号

鳥取県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則

鳥取県警察の組織に関する規則 (昭和37年鳥取県公安委員会規則第５号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下本則において ｢移動号｣ という｡) に対応する同表

の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下本則において ｢移動後号｣ という｡) が存在する場合には､

当該移動号を当該移動後号とし､ 移動号に対応する移動後号が存在しない場合には､ 当該移動号 (以下本則にお

いて ｢削除号｣ という｡) を削り､ 移動後号に対応する移動号が存在しない場合には､ 当該移動後号 (以下本則

において ｢追加号｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (号の表示及び削除号を除く｡ 以下本則において ｢改正部分｣ とい

う｡) を当該改正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (号の表示及び追加号を除く｡) に改め

る｡

………………………

………………………
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改 正 後 改 正 前

(警務課の所掌事務)

第５条 警務課においては､ 次に掲げる事務をつかさ

どる｡

(１)～(10) 略

(11) 留置場の管理及び留置人に関すること｡

(12) 護送に関すること｡

(13) 略

(警務課の所掌事務)

第５条 警務課においては､ 次に掲げる事務をつかさ

どる｡

(１)～(10) 略

(11) 略

�����
平成18年３月24日(金)

号外第33号

毎週火･金曜日発行
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(監察官室の所掌事務)

第６条の４ 監察官室においては､ 次に掲げる事務を

つかさどる｡

(１)～(４) 略

(生活安全部の分課)

第６条の５ 生活安全部に､ 次の５課及び自動車警ら

隊を置く｡

生活安全企画課

少年課

生活環境課

地域課

通信指令課

(生活安全企画課の所掌事務)

第６条の６ 生活安全企画課においては､ 次に掲げる

事務をつかさどる｡

(１)～(６) 略

(７) 質屋営業法 (昭和25年法律第158号) 及び古

物営業法 (昭和24年法律第108号) の施行に関す

ること｡

(８) 略

(９) サイバー犯罪対策に関する調査及び企画に関

すること｡

(10) 略

(11) 略

(生活環境課の所掌事務)

第６条の８ 生活環境課においては､ 次に掲げる事務

をつかさどる｡

(１)～(６) 略

(７) 風俗関係事犯の取締りに関すること｡

(監察官室の所掌事務)

第６条の４ 監察官室においては､ 次に掲げる事務を

つかさどる｡

(１)～(４) 略

(５) 留置場の管理及び留置人に関すること｡

(６) 護送に関すること｡

(生活安全部の分課)

第６条の５ 生活安全部に､ 次の５課及び自動車警ら

隊を置く｡

生活安全企画課

少年課

生活保安課

地域課

通信指令課

(生活安全企画課の所掌事務)

第６条の６ 生活安全企画課においては､ 次に掲げる

事務をつかさどる｡

(１)～(６) 略

(７) 風俗関係事犯の取締りに関すること｡

(８) 売春関係事犯の取締りに関すること｡

(９) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律 (昭和23年法律第122号) の施行に関する

こと｡

(10) 外国人労働者に係る雇用関係事犯の取締りに

関すること｡

(11) 質屋営業法 (昭和25年法律第158号)､ 古物営

業法 (昭和24年法律第108号) 及び金属屑業条例

(昭和27年鳥取県条例第31号) の施行に関するこ

と｡

(12) 略

(13) ハイテク犯罪対策に関する調査及び企画に関

すること｡

(14) 略

(15) 略

(生活保安課の所掌事務)

第６条の８ 生活保安課においては､ 次に掲げる事務

をつかさどる｡

(１)～(６) 略



附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 平成18年３月27日から施行する｡ ただし､ 第22条の改正は､ 公布の日から施行する｡

(傍受令状を請求すること等ができる司法警察員の指定に関する規則の一部改正)

２ 傍受令状を請求すること等ができる司法警察員の指定に関する規則 (平成12年鳥取県公安委員会規則第５号)

の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡

鳥取県道路交通法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成18年３月24日

鳥取県公安委員会委員長 倉 都 祥 行

鳥取県公安委員会規則第４号
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(８) 売春関係事犯の取締りに関すること｡

(９) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律 (昭和23年法律第122号) の施行に関する

こと｡

(10) 外国人労働者に係る雇用関係事犯の取締りに

関すること｡

(11) 略

(自動車運転免許試験場)

第22条 略

２ 免許試験場の位置は､ 東伯郡北栄町とする｡

３～５ 略

(７) 略

(自動車運転免許試験場)

第22条 略

２ 免許試験場の位置は､ 東伯郡大栄町とする｡

３～５ 略

改 正 後 改 正 前

犯罪捜査のための通信傍受に関する法律 (平成11年

法律第137号｡ 以下 ｢法｣ という｡) 第４条第１項及び

第７条第１項の鳥取県公安委員会が指定する警視以上

の警察官は､ 次に掲げる者とする｡

(１)及び(２) 略

(３) 鳥取県警察本部の生活安全部の生活安全企画

課長､ 少年課長及び生活環境課長､ 刑事部の捜査

第一課長､ 捜査第二課長及び組織犯罪対策課長並

びに警備部の警備第一課長及び警備第二課長の職

にある者

(４) 略

犯罪捜査のための通信傍受に関する法律 (平成11年

法律第137号｡ 以下 ｢法｣ という｡) 第４条第１項及び

第７条第１項の鳥取県公安委員会が指定する警視以上

の警察官は､ 次に掲げる者とする｡

(１)及び(２) 略

(３) 鳥取県警察本部の生活安全部の生活安全企画

課長､ 少年課長及び生活保安課長､ 刑事部の捜査

第一課長､ 捜査第二課長及び組織犯罪対策課長並

びに警備部の警備第一課長及び警備第二課長の職

にある者

(４) 略



鳥取県道路交通法施行細則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県道路交通法施行細則 (昭和35年鳥取県公安委員会規則第８号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中条､ 号及び号の細目の表示に下線が引かれた条､ 号及び号の細目 (以下この条におい

て ｢移動条等｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中条､ 号及び号の細目の表示に下線が引かれた条､ 号

及び号の細目 (以下この条において ｢移動後条等｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動条等を当該移動

後条等とし､ 移動条等に対応する移動後条等が存在しない場合には､ 当該移動条等 (以下この条において ｢削

除条等｣ という｡) を削り､ 移動後条等に対応する移動条等が存在しない場合には､ 当該移動後条等 (以下こ

の条において ｢追加条等｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (条及び号の細目の表示並びに削除条等を除く｡ 以下この条にお

いて ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (条及び号の細目の表示並び

に追加条等を除く｡ 以下この条において ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該

改正後部分に改め､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える｡
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改 正 後 改 正 前

目次

第１章及び第２章 略

第２章の２ 放置違反金 (第９条の２－第９条の９)

第２章の３ 確認事務の委託 (第９条の10－第９条

の21)

第３章 運転者の遵守事項 (第９条の22・第10条)

第３章の２～第６章 略

附則

第２章の２ 放置違反金

(放置違反金納付命令書)

第９条の２ 法第51条の４第４項の規定による放置違

反金の納付の命令は､ 別記様式第３号の２の２の命

令書により行うものとする｡

２ 前項に規定する命令書において指定する納付期限

は､ 当該命令書を発する日から起算して14日目に当

たる日とする｡ ただし､ 当該納付期限が銀行法 (昭

和56年法律第59号) 第15条第１項に規定する銀行の

休日 (以下 ｢銀行の休日｣ という｡) であるときの

当該納付期限は､ 当該日後における当該銀行の休日

でない最初の日とする｡

(弁明書等の提出期限等)

第９条の３ 法第51条の４第６項の規定により弁明書

及び有利な証拠 (以下この条において ｢弁明書等｣

という｡) を提出する期限は､ 同項各号に掲げる事

目次

第１章及び第２章 略

第２章の２ 確認事務の委託 (第９条の２－第９条

の12)

第３章 運転者の遵守事項 (第９条の13・第10条)

第３章の２～第６章 略

附則
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項を通知する書面を発する日から起算して14日目に

当たる日とする｡

２ 法第51条の４第７項の規定により掲示する弁明書

等を提出する期限は､ 同項の規定により同条第６項

の通知が到達したとみなされる日から起算して７日

目に当たる日とする｡

３ 前２項に規定する弁明書等を提出する期限が鳥取

県の休日を定める条例 (平成元年鳥取県条例第５号)

第１条第１項に規定する県の休日であるときの当該

期限は､ 当該日後における当該休日でない最初の日

とする｡

４ 法第51条の４第12項の規定による書面での通知は､

別記様式第３号の２の３の通知書により行うものと

する｡

５ 弁明書等は､ 第１条第１項の規定にかかわらず､

鳥取県警察本部交通部交通指導課長 (以下 ｢交通指

導課長｣ という｡) 又は署長を経由して公安委員会

に提出しなければならない｡

(督促)

第９条の４ 法第51条の４第13項前段の規定による督

促は､ 別記様式第３号の２の４の督促状により行う

ものとする｡

２ 前項に規定する督促状の発送は､ 第９条の２第２

項の規定により指定する納付期限後20日以内に行う

ものとする｡

３ 第１項に規定する督促状において指定する納付期

限は､ 督促状を発する日から起算して10日目に当た

る日とする｡ ただし､ 当該納付期限が銀行の休日で

あるときの当該納付期限は､ 当該日後における当該

銀行の休日でない最初の日とする｡

(延滞金)

第９条の５ 前条第１項の規定による督促をした場合

においては､ 納付期限の翌日から納付の日までの日

数に応じ､ 当該督促に係る放置違反金の金額に年

14.5パーセント (督促状に指定した期限までの期間

については､ 年7.25パーセント) の割合を乗じて計

算した額に相当する額の延滞金を徴収する｡

２ 前項の規定による延滞金の額が1,000円未満であ

るときはその全額を､ 延滞金の額に100円未満の端

数があるときはその端数金額を切り捨てる｡
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(滞納処分)

第９条の６ 放置違反金及び放置違反金に係る延滞金

の滞納処分に関する事務は､ 警察職員のうちから公

安委員会が指定した者に行わせる｡

２ 前項の規定による指定を受けた者が滞納処分を行

うときは､ 別記様式第３号の２の５の徴収職員証を

携帯し､ 関係者の請求があったときは､ これを提示

しなければならない｡

３ 放置違反金及び放置違反金に係る延滞金の滞納処

分に関し必要な事項は､ 警察本部長が別に定める｡

(納付命令取消通知書等)

第９条の７ 法第51条の４第17項前段の規定による納

付命令の取消しの通知は､ 別記様式第３号の２の６

の通知書により行うものとする｡ ただし､ 同項後段

の規定による放置違反金等に相当する金額の還付を

伴う場合は､ 別記様式第３号の２の７の通知書によ

り行うものとする｡

(公示送達書)

第９条の８ 法第51条の４第18項に規定する公示送達

は､ 別記様式第３号の２の８の公示送達書を公安委

員会の掲示板に掲示して行うものとする｡

２ 前項に規定する公示送達書において示した放置違

反金納付命令書又は督促状による放置違反金の納付

期限は､ 地方税法 (昭和25年法律第226号) 第20条

の２第３項の規定により書類の送達があったものと

みなされる日から起算して､ 次の各号に掲げる書類

の区分に応じ､ それぞれ当該各号に定める日とする｡

ただし､ 当該納付期限が銀行の休日であるときの当

該納付期限は､ 当該日後における当該銀行の休日で

ない最初の日とする｡

(１) 放置違反金納付命令書 ７日目に当たる日

(２) 督促状 ３日目に当たる日

(放置違反金の納付済等確認書)

第９条の９ 法第51条の７第１項の規定により放置違

反金等を納付したこと又はこれを徴収されたことを

証する書面 (以下この項において ｢納付済等確認書｣

という｡) を国土交通大臣等に提示しなければなら

ない者 (次項において ｢提示義務者｣ という｡) は､

公安委員会が行った督促に係るものに限り､ 別記様

式第３号の２の９の申請書により､ 交通指導課長又
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は署長に納付済等確認書の交付を申請することがで

きるものとする｡

２ 前項の規定による申請は､ 交通指導課長に対して

行う場合は同項の申請書に次の各号に掲げる書類等

を添付して郵送することにより､ 署長に対して行う

場合は同項の申請書を提出することにより行うもの

とする｡

(１) 提示義務者の氏名及び現住所を確認すること

ができる書類

(２) 返信用の封筒及び切手

３ 第１項の規定による申請に係る放置違反金等が納

付され､ 又は徴収されている場合は､ 交通指導課長

は別記様式第３号の２の10の確認書を当該申請をし

た者に送付し､ 署長は当該確認書を当該申請をした

者に交付するものとする｡

第２章の３ 確認事務の委託

(登録申請書等)

第９条の10 略

(登録等の通知)

第９条の11 略

(登録の有効期間等)

第９条の12 略

(駐車監視員資格者講習の受講申込み)

第９条の13 略

(駐車監視員資格者講習修了証明書 (認定書) 再交付

申請書)

第９条の14 略

(認定申請)

第９条の15 略

(認定考査)

第９条の16 略

(認定の拒否)

第９条の17 略

第２章の２ 確認事務の委託

(登録申請書等)

第９条の２ 略

(登録等の通知)

第９条の３ 略

(登録の有効期間等)

第９条の４ 略

(駐車監視員資格者講習の受講申込み)

第９条の５ 略

(駐車監視員資格者講習修了証明書 (認定書) 再交付

申請書)

第９条の６ 略

(認定申請)

第９条の７ 略

(認定考査)

第９条の８ 略

(認定の拒否)

第９条の９ 略
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(駐車監視員資格者証交付申請書等)

第９条の18 略

(交付の拒否)

第９条の19 略

(駐車監視員資格者証書換え交付申請書等)

第９条の20 略

(書類の経由先)

第９条の21 委託規則の規定により公安委員会に提出

する書類は､ 署長を経由して公安委員会に提出しな

ければならない｡

第３章 運転者の遵守事項

(車両等の運転者の遵守事項)

第９条の22 法第71条第６号の公安委員会が定める事

項は､ 次に掲げるものとする｡

(１)～(６) 略

(７) 道路運送車両法 (昭和26年法律第185号) に

よる自動車登録番号標又は車両番号標に､ 赤外線

を吸収し､ 又は反射するための物を取り付け､ 又

は付着させて､ 大型自動車､ 普通自動車 (原動機

の大きさが総排気量については0.050リットル以

下､ 定格出力については0.60キロワット以下のも

のを除く｡) 又は大型特殊自動車を運転しないこ

と｡

(安全運転管理者等の選任等の届出)

第10条の２ 法第74条の３第５項の規定による安全運

転管理者の選任又は解任の届出は､ 別記様式第４号

による届出書２通を公安委員会に提出してしなけれ

ばならない｡ 当該届出書の記載事項に変更を生じた

ときも､ 同様とする｡

２ 法第74条の３第５項の規定による副安全運転管理

者の選任又は解任の届出は､ 別記様式第４号の２の

届出書２通を公安委員会に提出してしなければなら

ない｡ 当該届出書の記載事項に変更を生じたときも､

同様とする｡

３ 略

(安全運転管理者等の解任命令)

(駐車監視員資格者証交付申請書等)

第９条の10 略

(交付の拒否)

第９条の11 略

(駐車監視員資格者証書換え交付申請書等)

第９条の12 略

第３章 運転者の遵守事項

(車両等の運転者の遵守事項)

第９条の13 法第71条第６号の公安委員会が定める事

項は､ 次に掲げるものとする｡

(１)～(６) 略

(安全運転管理者等の選任等の届出)

第10条の２ 法第74条の２第５項の規定による安全運

転管理者の選任又は解任の届出は､ 別記様式第４号

による届出書２通を公安委員会に提出してしなけれ

ばならない｡ 当該届出書の記載事項に変更を生じた

ときも､ 同様とする｡

２ 法第74条の２第５項の規定による副安全運転管理

者の選任又は解任の届出は､ 別記様式第４号の２の

届出書２通を公安委員会に提出してしなければなら

ない｡ 当該届出書の記載事項に変更を生じたときも､

同様とする｡

３ 略

(安全運転管理者等の解任命令)
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第10条の４ 法第74条の３第６項の規定による命令は､

別記様式第６号による命令書により行うものとする｡

(道路の使用の許可)

第12条 法第77条第１項第４号の規定により､ 公安委

員会が署長の許可を受けなければならないものとし

て定める行為は､ 次に掲げる行為 (第３号及び第５

号から第８号までに掲げる行為にあっては､ 公職選

挙法 (昭和25年法律第100号) の定めるところによ

り選挙運動又は選挙における政治活動のために行う

ものを除く｡) とする｡

(１)～(９) 略

(10) 道路において､ ロボットの移動を伴う実証実

験をすること｡

別表第１ (第３条関係)

(１)及び(２) 略

(３) 最高速度の規制の対象から除外する車両

交通の取締りに従事している車両

(４) 略

(５) 駐車禁止の規制の対象から除外する車両

ア 略

イ 次に掲げる車両で､ 公安委員会の指定を受け､

当該用途のために現に使用中のもの

(ア)～(オ) 略

(カ) 法第51条の４第１項に規定する放置車両

の確認及び標章の取付けのため使用する車両

(キ) 略

ウ 略

(６) 時間制限駐車区間の規制の対象から除外する

車両

ア 略

イ 次に掲げる車両で､ 公安委員会の指定を受け､

当該用途のために現に使用中のもの

(ア) 略

(イ) 前号イ(イ)から(カ)までに掲げる車両

別表第２ (第７条の２関係)

第10条の４ 法第74条の２第６項の規定による命令は､

別記様式第６号による命令書により行うものとする｡

(道路の使用の許可)

第12条 法第77条第１項第４号の規定により､ 公安委

員会が署長の許可を受けなければならないものとし

て定める行為は､ 次に掲げる行為 (第３号及び第５

号から第８号までに掲げる行為にあっては､ 公職選

挙法 (昭和25年法律第100号) の定めるところによ

り選挙運動又は選挙における政治活動のために行う

ものを除く｡) とする｡

(１)～(９) 略

別表第１ (第３条関係)

(１)及び(２) 略

(３) 最高速度の規制の対象から除外する車両

ア 緊急自動車

イ もっぱら法第22条の規定に違反する車両の取

締りに従事する車両で､ 緊急自動車以外のもの

(最高速度の規制が令第11条に定める速度以下

である場合に限る｡)

(４) 略

(５) 駐車禁止の規制の対象から除外する車両

ア 略

イ 次に掲げる車両で､ 公安委員会の指定を受け､

当該用途のために現に使用中のもの

(ア)～(オ) 略

(カ) 略

ウ 略

(６) 時間制限駐車区間の規制の対象から除外する

車両

ア 略

イ 次に掲げる車両で､ 公安委員会の指定を受け､

当該用途のために現に使用中のもの

(ア) 略

(イ) 前号イ(イ)から(オ)までに掲げる車両

別表第２ (第７条の２関係)
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路 線 名 区 間 路 線 名 区 間

略 略

一般国道９号 鳥取市秋里字東皆竹736－１

から米子市陰田町地内島根県

境まで

一般国道９号 鳥取市秋里字東皆竹736－１

から米子市陰田町地内島根県

境まで

一般国道９号 (青

谷羽合道路)

鳥取市気高町八束水字鶴木谷

755－１から東伯郡湯梨浜町

大字長瀬字又四郎開1821－１

まで

一般国道９号 (青

谷羽合道路)

東伯郡湯梨浜町大字園字浜山

2202－19から同町大字園字浜

山2298－３まで

略 略

一般県道境外港線 境港市昭和町13－８から同市

上道町2191－５まで

一般県道境外港線 境港市昭和町13－８から同市

上道町2191－５まで

一般県道渡余子停

車場線

境港市渡町字取溝2617－１か

ら同市渡町字取溝2738－１ま

で

略 略

別記様式第３号の３ (第９条の10､ 第９条の12関係)

略

別記様式第３号の４ (第９条の10関係) 略

別記様式第３号の５ (第９条の10関係) 略

別記様式第３号の６ (第９条の10関係) 略

別記様式第３号の７ (第９条の13関係) 略

別記様式第３号の８ (第９条の13関係) 略

別記様式第３号の９ (第９条の14関係) 略

別記様式第３号の10 (第９条の15関係) 略

別記様式第３号の11 (第９条の16関係) 略

別記様式第３号の12 (第９条の18関係) 略

別記様式第３号の13 (第９条の18関係) 略

別記様式第３号の３ (第９条の２､ 第９条の４関係)

略

別記様式第３号の４ (第９条の２関係) 略

別記様式第３号の５ (第９条の２関係) 略

別記様式第３号の６ (第９条の２関係) 略

別記様式第３号の７ (第９条の５関係) 略

別記様式第３号の８ (第９条の５関係) 略

別記様式第３号の９ (第９条の６関係) 略

別記様式第３号の10 (第９条の７関係) 略

別記様式第３号の11 (第９条の８関係) 略

別記様式第３号の12 (第９条の10関係) 略

別記様式第３号の13 (第９条の10関係) 略
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別記様式第３号の14 (第９条の20関係) 略

別記様式第３号の15 (第９条の20関係) 略

別記様式第６号 (第10条の４関係)

別記様式第３号の14 (第９条の12関係) 略

別記様式第３号の15 (第９条の12関係) 略

別記様式第６号 (第10条の４関係)

安全運転管理者
解任命令書

副安全運転管理者

年 月 日

様

鳥取県公安委員会 印□

道路交通法第74条の３第６項の規定により､ 下

安全運転管理者
記のとおり の解任を命ずる｡

副安全運転管理者

安全運転管理者
解任命令書

副安全運転管理者

年 月 日

様

鳥取県公安委員会 印□

道路交通法第74条の２第６項の規定により､ 下

安全運転管理者
記のとおり の解任を命ずる｡

副安全運転管理者

略 略

教示 略 教示 略



第２条 鳥取県道路交通法施行細則の一部を次のように改正する｡

別記様式第３号の２の次に次の９様式を加える｡

別記様式第３号の２の２ (第９条の２関係)

注１ 上記の放置違反金を納付しない場合､ 法令の規定により､ 自動車検査証が返付されないこととなります｡

２ 同一の車両につき､ 繰り返し放置違反金の納付命令を受けた場合､ 法令の規定により､ 車両の使用制限

命令を受けることがあります｡

教示 この処分に不服があるときは､ この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に鳥取県

公安委員会に対して､ 異議申立てをすることができます｡ なお､ 処分があったことを知った日から60日以

内であっても､ 処分の日から１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります｡

処分の取消しの訴えは､ この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に､ 鳥取県を

被告として (訴訟において鳥取県を代表する者は鳥取県公安委員会となります｡)､ 提起することができま

す｡ なお､ 処分があったことを知った日から６か月以内であっても､ 処分の日から１年を経過すると処分

の取消しの訴えを提起することができなくなります｡

備考 照会先の欄には､ 担当組織の住所､ 名称及び電話番号を記載する｡
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放置違反金納付命令書

第 号

年 月 日

様

鳥取県公安委員会 印□

あなたに対し､ 道路交通法第51条の４第４項の規定により､ 下記のとおり放置違反金の納付を命令します｡

同封の納入通知書により納付してください｡

記

命 令 の 件 名 放置違反金の納付命令に関する件 (第 号)

放置違反金の額 ￥

納 付 の 期 限 年 月 日 ま で

納 付 の 場 所
納入通知書記載の金融機関 (記載以外の金融機関については､ 別に振込手数料が

かかりますが､ 取扱いができます｡ ただし､ 日本郵政公社では取扱いできません｡)

納付命令の理由

あなたの使用する車両が､ 次のとおり放置車両と認められたこと｡

○ 違反日時

○ 違反場所

○ 違反車両番号

○ 違反態様

照 会 先



別記様式第３号の２の３ (第９条の３関係)

(表)
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仮納付金返還通知書

第 号

年 月 日

様

鳥取県公安委員会 印□

あなたから放置違反金に相当する金額の仮納付があった ｢放置違反金の納付命令に関する件

(第 号)｣ については､ 下記の理由により､ 納付命令をしないこととしたので､ 道路交

通法第51条の４第12項の規定により通知します｡ また､ あなたから仮納付されている下記の金額を返還しま

すので､ 同封の ｢仮納付金返還請求書｣ を､ 裏面の仮納付金返還請求書記載要領に従って記入し､ 返信用封

筒で早急に返送してください｡

記

理 由

金 額 ￥



(裏)

備考 照会先の欄には､ 担当組織の住所､ 名称及び電話番号を記載する｡

鳥 取 県 公 報 (号外)第33号平成18年３月24日 金曜日14

仮納付金返還請求書記載要領

住所､ 氏名及び電話番号を記入し､ 押印の上､ Ａ又はＢの受領方法のいずれか一つを選択し､ 番

号を○で囲んでください｡

１ 口座振込みを希望の方・・・【Ａを○で囲まれた方】

次の事項を記載してください｡

(１) 振込先金融機関店舗名 (郵便貯金に振り込むことはできません｡)

(２) 振込口座 (普通預金又は当座預金を指定してください｡) 及び口座番号を記入してくださ

い (請求者ご本人の口座に限ります｡)｡ 手続を済ませ次第 ｢振込通知書｣ をお送りします｡

なお､ あなたの指定した金融機関店舗に振込みができないときは､ ２の方法による支払いを

する場合があります｡ そのときは､ ２の方法によりお受け取りください｡

２ 郵便局又は銀行払渡しを希望の方・・・【Ｂを○で囲まれた方】

(１) あなたの希望した郵便局又は銀行を受取場所にした ｢送金通知書｣ をお送りしますので､

受領後､ 記載されている払渡郵便局又は銀行で､受取可能期間を確認の上､お受け取りください｡

(２) 受取りには､ 受領した送金通知書､ 印鑑及び身分を証明するもの (本人が受け取る場合以

外は､ 委任状が必要) を持参してください｡

※ ｢送金通知書｣ は､ 書留郵便で送付されます｡

照 会 先



別記様式第３号の２の４ (第９条の４関係)

(表)

注１ 上記の放置違反金及び延滞金を納付しない場合､ 法令の規定により､ 自動車検査証が返付されないこと

となります｡

２ 先に送付しました納入通知書は使用せず､ 同封した納入通知書により上記納付場所の金融機関の窓口で

お納めください｡

なお､ 納付した場合には､ 納入通知書に添付されている領収証書が当該放置違反金及び延滞金を納付し

たことを証する書面になりますので､ 大切に保管の上､ 車検を受ける際に提示してください｡

３ 延滞金については､ 裏面をご覧ください｡

教示 この処分に不服があるときは､ この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に鳥取県

公安委員会に対して､ 異議申立てをすることができます｡ なお､ 処分があったことを知った日から60日以

内であっても､ 処分の日から１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります｡

処分の取消しの訴えは､ この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に､ 鳥取県を

被告として (訴訟において鳥取県を代表する者は鳥取県公安委員会となります｡)､ 提起することができま

す｡ なお､ 処分があったことを知った日から６か月以内であっても､ 処分の日から１年を経過すると処分

の取消しの訴えを提起することができなくなります｡

備考 照会先の欄には､ 担当組織の住所､ 名称及び電話番号を記載する｡
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第 号

年 月 日

様

鳥取県公安委員会 印□

督 促 状

あなたに対し､ 道路交通法第51条の４第４項の規定により､ 放置違反金の納付を命じましたが､ その納付

期限 ( 年 月 日) を経過してもまだ納付されていませんので､ 同条第13項の規定により督促し

ます｡

下記の指定納付期限までに､ 同封の納入通知書により至急納付してください｡

指定納付期限までに完納されないときは､ 道路交通法第51条の４第14項の規定により､ 地方税の滞納処分

の例により､ あなたの財産を差し押さえることとなります｡

なお､ 完納された後､ この督促状が届いた場合は､ 行き違いですので､ 御了承願います｡

記

年度 弁明通知書の番号 放置違反金 延滞金

号 ￥ 裏面のとおり

指定納付期限 年 月 日まで

納付場所
納入通知書に記載の場所 (記載以外の金融機関については､ 別に振込手数料がか

かりますが､ 取扱いできます｡ ただし､ 日本郵政公社では取扱いできません｡)

照 会 先



(裏)
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延滞金について

１ 納入通知書に指定した期日から納付の日までの期間の日数に応じ､ 放置違反金の金額に年14.5パー

セント (納入通知書に指定した期日の翌日から督促状に指定した期日までの期間については､ 年7.

25パーセント) の割合を乗じて計算した額の延滞金が徴収されることとなります｡

２ １の延滞金の計算については､ 延滞金の額が1,000円未満であるときはその全額を､ 延滞金の額に

100円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨てるものとします｡

３ １及び２により計算した延滞金は､ 同封の納入通知書とは別に後日送付する納入通知書により納付

してください｡



別記様式第３号の２の５ (第９条の６関係)

(表)

(裏)
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８センチメートル

５
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル

第 号

写 真

所 属

氏 名

生年月日

放 置 違 反 金 等 徴 収 職 員 証

年 月 日交付

鳥取県公安委員会 印□

１ この証票は､ 道路交通法第51条の４第14項の規定により行う放置違反金等の滞納処分に関

し､ 質問､ 検査若しくは捜索又は差押えをする徴収職員であることを証明するものである｡

２ この証票は､ 退職､ 転勤等により徴収職員でなくなった場合は直ちに返納しなければなら

ない｡



別記様式第３号の２の６ (第９条の７関係)

備考 照会先の欄には､ 担当組織の住所､ 名称及び電話番号を記載する｡
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放置違反金納付命令取消通知書

第 号

年 月 日

様

鳥取県公安委員会 印□

あなたに対する放置違反金納付命令 (第 号) については､ 下記の理由により取り消

しましたので､ 道路交通法第51条の４第17項の規定により通知します｡

記

理由

照 会 先



別記様式第３号の２の７ (第９条の７関係)

(表)
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放置違反金納付命令取消兼還付通知書

第 号

年 月 日

様

鳥取県公安委員会 印□

あなたに対する放置違反金納付命令 (第 号) については､ 下記の理由により取り消

しましたので､ 道路交通法第51条の４第17項の規定により通知します｡ また､ あなたから納付されている下

記の金額を還付しますので､ 同封の ｢放置違反金還付請求書｣ を､ 裏面の放置違反金還付請求書記載要領に

従って記入し､ 返信用封筒で早急に返送してください｡

記

理 由

金 額 ￥



(裏)

備考 照会先の欄には､ 担当組織の住所､ 名称及び電話番号を記載する｡
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放置違反金還付請求書記載要領

住所､ 氏名及び電話番号を記入し､ 押印の上､ Ａ又はＢの受領方法のいずれか一つを選択し､ 番

号を○で囲んでください｡

１ 口座振込みを希望の方・・・【Ａを○で囲まれた方】

次の事項を記載してください｡

(１) 振込先金融機関店舗名 (郵便貯金に振り込むことはできません｡)

(２) 振込口座 (普通預金又は当座預金を指定してください｡) 及び口座番号を記入してくだ

さい (請求者ご本人の口座に限ります｡)｡ 手続を済ませ次第 ｢振込通知書｣ をお送りします｡

なお､ あなたの指定した金融機関店舗に振込みができないときは､ ２の方法による支払い

をする場合があります｡ そのときは､ ２の方法によりお受け取りください｡

２ 郵便局又は銀行払渡しを希望の方・・・【Ｂを○で囲まれた方】

あなたの希望した郵便局又は銀行を受取場所にした ｢送金通知書｣ をお送りしますので､ 受領

後､ 記載されている払渡郵便局又は銀行で､ 受取可能期間を確認の上､ お受け取りください｡

なお､ 受取りには､ 受領した送金通知書､ 印鑑及び身分を証明するもの (本人以外が受け取る

場合は､ 委任状が必要) を持参してください｡

※ ｢送金通知書｣ は､ 書留郵便で送付されます｡

照 会 先



別記様式第３号の２の８ (第９条の８関係)

注 １に掲げる書類を受領されないときは､ 年 月 日をもって､ 道路交通法第51条の４第18項

の規定により例によることとされている地方税法第20条の２第３項の規定により書類の送達があったものと

みなします｡
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第 号

公示送達書

１に掲げる書類は､ 通常の方法では送達不能であるので､ 警察本部交通部交通指導課に保管してあります｡

書類の名あて人又はその関係者の申出があればいつでもお渡しします｡

年 月 日

鳥取県公安委員会 印□

１ 送達すべき書類

２ 送達を受けるべき者

氏名 (名称) 番 号



別記様式第３号の２の９ (第９条の９関係)

納付・徴収済確認書交付申請書

年 月 日

様

住所

フリガナ

氏名

連絡先電話番号 ( ) －

次の放置違反金納付命令について､ 納付・徴収済確認書の交付を申請します｡

注 交付される納付・徴収済確認書は､ 鳥取県公安委員会がした放置違反金納付命令に係るものに限ります｡ 他

の都道府県公安委員会がした放置違反金納付命令に係る納付・徴収済確認書については､ 当該他の都道府県公

安委員会に対して交付を申請してください｡
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弁明通知書の番号 (違反番号)

納付命令に係る自動車の番号標の番号

納付命令を受けた者の氏名
フリガナ



別記様式第３号の２の10 (第９条の９関係)

年 月 日

納付・徴収済確認書

次の放置違反金納付命令については､既に放置違反金等が納付され､又は徴収されていることが確認されました｡

注 この確認書は､ 道路交通法第51条の７第１項の規定により継続検査又は構造等変更検査に際して国土交通大

臣等に提示される場合に限って有効です｡

職名 印□
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弁明通知書の番号 第 号

納付命令に係る自動車の番号標の番号

納付命令を受けた者の氏名
フリガナ

申請者の氏名



附 則

この規則は､ 平成18年６月１日から施行する｡ ただし､ 第１条中第12条､ 別表第１第３号及び別表第２の改正

は､ 同年４月１日から施行する｡
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発行所 鳥取県鳥取市東町一丁目220 鳥 取 県 【定価１部１か月2,200円 (送料を含む｡)】
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